
 

 

 



 

 

 

  



 

 

   

 

世界トップレベルの平均寿命を実現している一方，我が国の高齢化は前例のない速さで

進行しており，団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年以降は，４人に１人が７５歳以

上という超高齢社会が到来します。 

こうした状況に対応するため，「健康寿命の延伸」，「生活の質の向上」に向けた取組が

国家的に加速する中，ライフサイエンス分野に関わる産業の重要性はますます高まってい

ます。 

 

京都市では，平成１４年６月に策定したライフサイエンス産業の振興計画である「京都

バイオシティ構想」において，医薬品・医療機器等の技術開発，発酵技術を活用した試薬

開発をはじめ，技術者育成やベンチャー企業の支援等，様々な取組を展開してまいりまし

た。それらを前進させ，緊急の課題である難治性疾患の治療技術の確立，日常の健康管理

を行うヘルスケア製品の開発，満足感の高い介護機器・介護サービス等の実現，更には，

地場資源である日本酒等の製造技術の高度化や繊維技術を活用した機能性素材等の開発

等を達成するため，この度「京都市ライフイノベーション推進戦略」を策定しました。 

 

京都は，伝統の技と最先端技術との融合により独自の強みを発揮する企業が集積するま

ち。同時に，世界をけん引する優れた研究開発を行う大学・研究機関が集積するまちでも

あります。この京都ならではの都市特性を最大限に生かし，産学公の強固な連携の下で，

新たなイノベーションを生み出し広く発信する取組に，全力を尽くしてまいります。皆様

のより一層の御支援，御協力をお願い申し上げます。 

 

 結びに，本戦略の策定に際し貴重な御意見や御提案をお寄せいただきました皆様，「京

都市ライフイノベーション推進戦略策定に係る有識者会議」の委員の皆様をはじめ本戦略

の策定にお力添えをいただきました多くの皆様に，心から御礼を申し上げます。 

 

  

 

 

京 都 市 長       門川 大作 

「京都市ライフイノベーション推進戦略」の 

策定に当たって 



 

 

 

 

  
                               ページ 

Ⅰ はじめに ……………………………………………………………… １ 

（１）策定の目的 ………………………………………………………… １ 

（２）計画期間と本市における位置付け………………………………… ２ 

（３）戦略のイメージ …………………………………………………… ３ 

 

Ⅱ 策定にあたって ……………………………………………………… ４ 

（１）ライフサイエンス分野の現状 …………………………………… ４ 

（２）京都バイオシティ構想の取組と成果……………………………… ６ 

（３）バイオシティ構想からライフイノベーション推進戦略へ……… ８ 

 

Ⅲ 重点的に取り組む分野 ……………………………………………… ９ 

（１）次世代医療分野  ……………………………………………………１１ 

（２）健康・福祉・介護分野  ……………………………………………１２ 

（３）地場資源活性化分野  ………………………………………………１３ 

 

Ⅳ ライフイノベーションを引き起こす戦略……………………………１４ 

戦略Ⅰ 大学等の研究成果の事業化支援………………………………１５ 

戦略Ⅱ 産学連携・産産連携による新事業・新産業の創出支援……１７ 

戦略Ⅲ 中小・ベンチャー企業の技術の高度化支援 

・技術者育成支援・ネットワーク化 ………１８ 

 戦略Ⅳ 公的機関等の充実と企業立地支援の推進……………………２１ 

戦略Ⅴ グローバル展開の支援…………………………………………２２ 

 

Ⅴ ライフイノベーションの推進に向けて………………………………２３ 

（１）成果指標  ……………………………………………………………２３ 

（２）推進に向けた実施体制  ……………………………………………２４ 

 

 

京都市ライフイノベーション推進戦略（仮称） 

             策定に係る有識者会議 委員等…………２５ 

 



1 

 

 

 

 

  
ライフサイエンス分野※１は，今世紀の産業をリードする基盤分野であり，がん

や難治性疾患の治療技術の確立，生活習慣病等の予防につながる先制医療※２の 

構築，要介護者・介護者にとって満足感の高い機器の開発等による国民の生活の

質（クオリティオブライフ※３）の向上が期待されている。 

京都市では，平成１４年６月に「京都バイオシティ構想」を策定し，これまで

産学公連携による医療技術・機器等の開発や技術者育成，インキュベート施設※４

の設置及び先端機器の提供等によるベンチャー企業育成・中小企業支援等を進め

てきた。また，ライフサイエンス分野の地場資源活用策として，高度計測・分析

技術を活用する中で，より付加価値の高い酵母等の開発や清酒の生産技術の開発

等に取り組んでいる。 

ライフサイエンス分野の技術革新は日進月歩であり，ノーベル賞を受賞した京

都大学の山中伸弥教授のｉＰＳ細胞※５研究の一部は，いよいよ実用化に向けた治

験※６を開始し，先制医療については，ウェアラブル機器※７と情報処理技術の組み

合わせによる新しい健康管理ビジネスが大きな注目を集めている。さらに，近年

では団塊の世代が後期高齢者の仲間入りをする２０２５年問題※８への対応とし

て，快適な介護環境を確保する福祉製品・サービスの開発や介護・福祉ロボット

等の開発が取り上げられるなど，京都バイオシティ構想策定時にはなかった新た

な分野や課題に対応していく必要が生じている。 

国においても，健康長寿社会の実現と経済成長への寄与を掲げた「日本再興戦

略」※９及び「健康・医療戦略」※９の策定や，医療分野を特定中核事業とする国家

戦略特区制度が創設されるなど，必要な法改正や集中的な予算措置が講じられて

いる。 

本市では，これらの動きを地元中小・ベンチャーを含めた企業と大学・研究機

関，これを支援する行政等の産学公連携による取組の絶好の機会ととらえ，①京

都の大学等が先導する再生医療等の次世代医療や，健康・福祉・介護といった新

たな分野を取り入れる，②京都が得意とする計測・分析や精密加工，情報処理等

の技術をライフサイエンス産業の振興に活用する，③京都の伝統産業が持つ発酵

技術や繊維機能化技術等の地場資源を活用しライフサイエンス関連産業の振興を

図る－の３つの取組を加速させる産業戦略・都市政策として，新たに「京都市ラ

イフイノベーション推進戦略」を策定する。 

（１）策定の目的 
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計画期間については，京都市基本計画「はばたけ未来へ！京プラン」の目標年度

に合わせ平成２７年度（２０１５年度）から平成３２年度（２０２０年度）までと

する。 

本戦略は，京都市基本構想及び京都市基本計画の産業振興政策に係る分野別計画

である京都市新価値創造ビジョンのうち，ライフサイエンス関連産業振興に向けて

中長期的に取り組むべき方向性・内容を示すものとして策定する。 

（２）計画期間と本市における位置付け 

※１ ライフサイエンス分野：生命現象の複雑かつ緻密なメカニズムを解明する科学であり，その成果が医療・環境・産業等の様々

な分野に応用される。本市では，医療から健康，福祉，介護までを含み，地場資源である食品等も範囲に含める。 

※２ 先制医療：病気と診断されるより以前の段階，まだ本人の自覚症状もない発病前の段階で，将来，り患可能性が高い病気を

発見し，予防しようとする医療法。 

※３ クオリティオブライフ：quality of life。生活の質のこと。人々の生活を物質的な面から量的にとらえるのではなく，精神的

な豊かさや満足感も含めて，質的にとらえる考え方。医療や福祉の分野で重要視されている。 

※４ インキュベート施設：起業や創業をするためのスタートアップ期の活動を支援するための施設。 

※５ ｉＰＳ細胞：induced pluripotent stem cell。人工多能性幹細胞。体細胞へ数種類の遺伝子を導入することにより，多くの

細胞に分化でき，また，分裂増殖を経てもそれを維持できる細胞のこと。これにより倫理的な課題のある受精卵やＥＳ細胞（杯

性幹細胞）によらず，様々な組織や臓器の再生できる技術開発が期待されている。 

※６ 治験：医療品・医療機器の製造販売に関して，薬事法上の承認を得るために，実際に人などに対して行われる試験のこと。 

※７ ウェアラブル機器：身に着けて持ち運ぶことのできる電子機器。医療分野においては，生体情報を常に監視することが，病

気を深刻化させない有効な方法であり，現在，血圧，脈拍，血糖値などを簡易に計測する機器が開発・販売されている。 

※８ ２０２５年問題：団塊の世代が７５歳以上の後期高齢者になる年で，２５年以降は，４人に１人が７５歳以上になる超高齢

社会が到来することから，社会保障などの在り方を根本的に見直す必要がでてきている。 

※９ 「日本再興戦略」及び「健康・医療戦略」：日本再興戦略は，平成２５年６月に閣議決定された成長戦略。日本産業再興プ

ラン，戦略市場創造プラン，国際展開戦略の３つのアクションプランを掲げている。中でも，戦略市場創造プランでは，国民

の「健康寿命」の延伸に向けて，①効果的な予防サービスや健康管理の充実により，健やかに生活し，老いることができる社

会，②医療関連産業の活性化により，必要な世界最先端の医療等が受けられる社会，③病気やけがをしても，良質な医療・介

護へのアクセスにより，早く社会に復帰できる社会―を具体例として提示している。 

健康・医療戦略は，２６年７月に閣議決定された，医療分野の研究開発に係る総合戦略。 



3 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（３）戦略のイメージ 

本戦略の推進により目指すべき社会として，「健やかに生活し豊かに老後を送れ

る社会」，「若者が地域に夢を持ち活躍できる社会」の２つを掲げ，新しい成長産業

への取組として「医療・介護，地場資源活用等関連産業の活性化」を推進するため

に，ライフサイエンス分野の大学・企業が集積する都市特性，伝統産業が持つ発酵

技術や繊維機能化技術等の地場資源を最大限活用する。  

具体的には，地元企業，大学・研究機関，京都市の３者の連携を軸に，インキュ

ベート施設や国，京都府，産業支援機関等のオール京都体制により，「次世代医療

分野」，「健康分野」，「福祉・介護分野」，「地場ライフサイエンス関連産業分野」等

の産業振興を推進し，地元中小・ベンチャー企業をはじめとした地域経済の活性化

を図る。さらに，地場産業の育成により，京都で学ぶ若者が地域に夢を持ち就業や

起業等で活躍できるような環境整備を推進する。 
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（１）ライフサイエンス分野の現状 

国内の医薬品市場は平成２４年で約９．５兆円（世界シェア１１．７％，世界

第２位），医療機器市場は平成２４年で約２．６兆円（世界シェア１０．２％，世

界第２位）と大きな市場を形成しているが，新薬開発の難易度の上昇や医療用と

して認定されるまでの時間の問題などから国内医療産業は伸び悩んでおり，貿易

赤字は医薬品市場で１．８兆円（平成２５年），医療機器市場で０．７兆円（平成

２４年）と大幅な輸入超過に陥っている。このため，新たな医薬品・医療機器等

の革新的医療技術の開発と実用化に向けた治験期間の短縮が期待されているとこ

ろである。 

国においても，改正薬事法（医薬品医療機器等法）や再生医療新法（再生医療

等安全性確保法）※１０の施行（平成２６年１１月），医薬品・医療機器開発を省庁

の垣根を越えて実施する日本医療研究開発機構（Ａ－ＭＥＤ）の設置（平成２７

年４月）等に加え，関西イノベーション国際戦略総合特区※１１や国家戦略特区※１２

など，区域を限定する中で取組を加速させるため，規制改革，金融・財政・税制

支援等の早期実用化を後押しする政策を推進している。 

京都市においては，京都バイオシティ構想に基づき，①医学と工学の融合分野，

②環境分野，③地場資源を活用した分野の３つの分野を重点的に取り組む分野と

位置付け，次頁以降のとおり，産学公共同研究を実施し，新事業の創出や新商品

の開発とともに，医療分野において産学公連携の核となる地域ＣＯＥ※１３（センタ

ー・オブ・エクセレンス）の構築を進めてきた。加えて，大学や企業の研究，技

術者育成を推進するため，京都リサーチパーク地区内に，高度研究機器等を設置

するオープンラボ※１４「京都バイオ計測センター」を設置し，大学・研究機関や地

元企業等に開放することで，京都らしい食品等の地場資源を活用した新たな製品

開発や試験分析等を積極的に支援してきた。 

さらに，バイオ関連ベンチャー企業を創出・育成するため，中小企業基盤整備

機構が運営するインキュベート施設であるクリエイション・コア京都御車の誘致

や京都バイオ産業技術フォーラム等の企業ネットワークの構築を進めてきたとこ

ろである。これらの取組により，医工薬・産学公連携の研究開発プロジェクトが

連続して創発される仕組み・体制を構築し，医療現場・介護現場等でのニーズと

大学や地元企業の優れたシーズ※１５を結びつけるコーディネーション活動を集中

的に行ってきた結果，着実に成果を生み出している。 

これまでの事業を進める中で顕在化してきたのは，京都の大学・研究機関や企

業が得意とする分野（①バイオ分析・計測機器，②分析試薬，③再生医療等最先

端医療，④福祉用具・機器，⑤バイオ材料，⑥発酵食品等地場資源）で，中小企

業を含む京都の企業が得意とする技術（①創薬開発技術，②計測・分析技術，③

試薬開発技術，④精密加工技術，⑤材料開発技術，⑥情報処理技術）が活用され，

ライフサイエンス分野の産業創出に貢献してきている点である。 
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本市の産学公の各者が持つ強みを最大限に生かすため，本戦略により，重点的

に取り組む分野を選択し，それらを実現する取組と推進する体制を確立する。 

※１０ 改正薬事法（医薬品医療機器等法）や再生医療新法（再生医療等安全性確保法）：平成２６年１１月２５日施行。改正薬

事法では，医療機器や再生医療等製品等について，その特性を踏まえた規制を構築する一方，医療機器に関しては許認可にか

かる時間の短縮，再生医療に関しては，治験の簡素化が盛り込まれている。再生医療新法では，安全性を確保するためのルー

ルを明確にするとともに，細胞の培養・加工を民間事業者に外部委託できるようにして産業促進が図られている。  

※１１ 関西イノベーション国際戦略総合特区：ライフサイエンス分野や新エネルギー分野をターゲットに，規制緩和や財政支援，

税制上の特例措置等を活用し，課題解決型ビジネスの提供，市場展開を後押しする仕組みの構築を目指す。京都市内地区では，

京都大学医学部附属病院，京都府立医科大学附属病院，日本新薬㈱，京都市成長産業創造センターの４カ所が区域として指定。 

※１２ 国家戦略特区：産業の国際競争力の強化と国際的な経済活動の拠点の形成に向けて，規制改革等の施策を総合的かつ集中

的に推進する。関西では，京都府・大阪府・兵庫県の全域が指定され，健康・医療分野における国際的なイノベーション拠点

の形成や，チャレンジ人材支援等に重点が置かれている。 

※１３ ＣＯＥ：center of excellence。特定分野に集中して高度な研究・開発活動を行い，人財及び産業の創出・育成の中核と

なる研究拠点のこと。地域結集型共同研究事業（事業主体：独立行政法人科学技術振興機構）では，同事業に参加した研究機

関と研究者が，事業期間の終了後もその分野の研究を継続・発展させるとともに，成果の利活用と事業化を進める“地域ＣＯ

Ｅ”の構築が求められ，京都市では，医工薬連携の取組を発展させるため，平成２２年４月に京都市医工薬産学公連携支援オ

フィスを設置した。 

※１４ オープンラボ：地域における産学公連携等を進めるため，自由な雰囲気のもと，共同研究開発が進むよう開設している開

放型研究施設。 

※１５ シーズ：事業化・製品化に向けて，企業が求める大学・研究機関等が持つ研究成果や技術力。将来的に新しい産業が芽生

える「種」となることを植物にたとえシーズ（seeds）と呼ばれる。 
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（２）京都バイオシティ構想の取組と成果 

「京都グリーンケミカル・ネットワーク」の構築（平成２６年７月～） 

（セルロースナノファイバー強化による自動車用高機能グリーン部材の研究開発 他） 

竹を素材としたバイオナノ繊維の工業

的利用に向けて，携帯電話のボディ相当

品や自動車のフェンダー相当品などの

開発（共同研究機関：京都大学・京都市

産業技術研究所 等）を行った。 

 

自動車メーカーに試作品として

供給するグリーン部材「セルロ

ースナノファイバー」 

 

※鋼鉄の 1/5 の軽さで５倍の

強度，熱による変形はガラス

の 1/50 
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京都バイオ産業技術フォーラム（会員数７２９名） 

京都バイオ産業創出支援プロジェクト（１１０社） 

   

新しい介護支援ビジネス創出研究会（３４社） 

   

バイオ計測・試薬研究会（６９社）  

●バイオインキュベート施設の整備 

●産学公が連携した円滑な技術移転による新事業創出の促進 

 

クリエイション・コア京都御車 
ライフサイエンス分野を 

中心とした企業家育成施設  

 

整備主体：(独)中小企業基盤 

          整備機構 

開設年月：平成１７年１１月  

延入居数：４４事業者 

 

  

京都市成長産業創造センター 
ライフサイエンス分野等の 

研究成果を事業化につなげる 

技術の橋渡し拠点 

                    

開設年月：平成２５年１１月 

延入居数：１６事業者 

 

●産学公が一体となった「バイオ産業技術フォーラム」の設置 

●バイオベンチャー企業等の異業種交流組織の設立支援 
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（３）バイオシティ構想からライフイノベーション推進戦略へ 

前述のように，本市ではライフサイエンス分野の新事業・新産業の創出に向け

て，平成１４年に「京都バイオシティ構想」を策定し，医工薬・産学公連携の研

究開発プロジェクトが創発できるシステムづくり，高度研究機器等を提供するオ

ープン施設やインキュベート施設の設置等の環境整備，研究会等のネットワーク

づくりなどのコーディネート活動を中心に取り組んできたところである。 

近年，国だけでなく自治体においても，医療費・介護費の増大や高齢介護者の

増加への対応が緊急の課題となっており，健康寿命の延伸※１６につながる保健福祉

の要素・観点を加えた産業振興が求められている。 

そこで，本戦略では，①健康寿命の延伸・医療費抑制，②福祉ニーズの多様化・

高度化の２つを新たな要素として加え，③大学・企業等の集積及び連携強化，④

ライフサイエンス関連産業の活性化，⑤技術者育成の取組を効果的に実施するた

め，京都バイオシティ構想において進めてきた取組を次頁以降のとおり発展させ

るとともに，本戦略のイメージで掲げた各分野について，１０年後の未来を見据

えた目標イメージを作成し，併せて１年後・５年後といった時点ごとの行程表を

例示することで，目標達成に必要な施策・環境整備に取り組む。 
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本戦略においては，国の方向性を十分踏まえつつ，京都の大学・研究機関等が得

意とする分野，中小企業を含む京都企業が得意とする基盤技術を組み合わせ，それ

ぞれの分野と技術が相乗効果をあげるよう，重点的に取り組む分野として「次世代

医療」，「健康・福祉・介護」，「地場資源活性化」の３つを掲げる。 

次世代医療分野の研究開発には，国家レベルの資金と体制が必要であるが，有望

な研究シーズの発掘及び産学公連携プロジェクトの創成については，京都バイオシ

ティ構想を推進する中で既に十分な実績を持っており，実用化に向けた研究開発段

階における国等の競争的資金の獲得等を進めていく。また，健康・福祉・介護分野

については，分析・計測機器，試薬※１７等の既存企業が集約している都市の特性を

生かし，病気予防に向けたヘルスケア※１８製品・事業の開発や，病院等の臨床デー

タ，介護現場のニーズとの連動を図る中での新製品開発，市場創出に取り組む。さ

らに，地場資源活性化分野としては，地場産業である日本酒製造技術の応用，繊維

等の高機能性素材の開発，食品の安全性の分析・計測など，先の２つの分野も含め，

地元中小・ベンチャー企業が，ライフサイエンス分野の事業に積極的に参画できる

よう，技術者育成や技術の高度化に取り組む。 

 

※１７ 試薬：化学分析や実験等で，化学反応させる目的で製造した薬品のこと。酸，アルカリ，有機溶剤等の一般用試薬から，

液体・気体中の微量な成分を高度分析試験機器により検出するための特定用途試薬等，検出物・検査機器等に合わせて多種多

様な試薬が開発されており，食糧，医療，環境，エネルギー等のあらゆる分野での利活用が行われている。 

※１８ ヘルスケア：健康の維持や増進のための行為や健康管理のこと。疾病の予防を行うとともに，病気になりにくい心身の健

康増進に向けて，食べ物や運動，睡眠等の生活習慣を様々な機器等を利用して計測し，疾病のリスクを分析するとともに，必

要な生活習慣の改善を促すサービス事業が拡大してきている。 
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がんや難治性疾患等に効果のある革新的新薬，再生医療技術，患者に負担のかからない先端医療機器

等の開発に向けて産学公の連携による共同研究を行い，より多くの人々がその革新的医療技術を受け

ることができるよう製品化を目指す 

○京都発革新的医療技術研究開発助成事業を通じた技術シーズ等の発掘と産学公連携プロジェクトの創成 

○研究開発の事業化に向けた大学発ベンチャー企業の創出支援（会社設立，特許取得，資金獲得マッチング）  

○研究開発に必要な特別仕様の研究資材等の受注に，地元ものづくり企業の参画促進（マッチング・コーディネート） 

健康分野に関しては，糖尿病や脳卒中，心臓病等の生活習慣病や加齢に伴う認知症等の発病を未然に

防ぐため，病気に至る原因を計測・分析・ＩＣＴ技術等を活用して研究し，常時健康状態が把握でき

るヘルスケア製品等を開発するとともに，京都市の高い地域コミュニティ力を活かしたサービス産業

を創出するなど，病気にならない取組を進める。福祉・介護分野に関しては，要介護者・介護者の双

方にとって満足度の高い，身体的・精神的負担を軽減する介護機器，サービス等の開発を支援し，産

業振興と生活の質の向上を目指す。 

○健常者データの収集・分析の仕組みづくりの検討及び収集したデータ等と計測・分析・ＩＣＴ技術を得意とする企

業との連携による新たな機器開発支援 

○在宅・施設介護において使いやすい機器開発に向け，大学・企業と介護現場が連携した情報交換の場の設置 

○健康機器・介護機器等の開発に向けた産学連携・産産連携のプラットフォームの設立 

○京都の高い地域コミュニティ力を活かした，健康予防等サービス産業の創出 

高品質・高付加価値の地元の食品・農産物等を提供していくため，日本酒等の開発で培われてきた計

測・分析技術等を活用し，安価・短時間で測定結果が判明する試薬・分析機器開発を推進する。また，

研究者・企業等が自由に高度研究機器等を活用できる京都バイオ計測センターを活用し，産学公共同

研究を促すとともに，地元中小企業等の技術者育成や技術の高度化支援を行う。 

○日本酒等の製造技術の高度化の推進及び国内外のニーズに応じた発酵技術の開発，商品化の促進 

○食品の残留農薬等，安全・安心を担保する計測・分析試薬，機器開発の推進及び介護現場で期待される消臭性等に    

 優れた高機能繊維の商品化促進 

○地元企業の技術の高度化等による高付加価値製品づくりの支援 

○京都バイオ計測センターに設置する高度研究機器を使いこなすことのできる技術者の育成 



11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜次世代医療分野振興のポイント＞ 

① 京都発革新的医療技術研究開発助成事業及び国，京都府等の競争的資金獲得への積

極的な支援により，ｉＰＳ細胞研究をはじめとした先端医療の技術シーズ，有望な

研究ニーズを発掘し，産学公連携プロジェクトの創成に取り組む。 

② 研究開発プロジェクトの事業化に向け，大学発ベンチャー企業の創出を支援する。 

【会社設立，特許取得，資金獲得マッチング】 

③ 研究開発に必要な特別仕様の研究資材などについて地元ものづくり企業の参画を促

進する。【マッチング・コーディネート】 

 

 

 

 京都発のｉＰＳ細胞研究は，再生医療等の革新的医療技術の確立につながるだけで

なく，創薬の治験前の効果的な研究開発にも役立つものとして期待されている。 

現在，京都大学をはじめとする研究機関，地元企業等により，様々な先端医療機器

等の開発が進められ，大学の先端技術を活用したベンチャー企業も生まれつつある。

しかし，医薬品・医療機器等の医療技術・製品の確立までは規制や障害も多く，資金

及び人的負担も大きいことから，研究，開発段階ごとのきめ細かなサポートが求めら

れている。他方，研究を支援する機材，例えばｉＰＳ細胞の培養装置や搬送装置等の

開発については参入障壁が低く，地元中小企業等の参画を見込むことができる。そこ

で，産学公の連携により，大学等の研究シーズの事業化に向けた取組を支援する。 

基礎基盤の確立に向けたプロジェクト創成 

～創薬・先端医療機器・再生医療等革新的医療技術を確立～ 
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＜健康・福祉・介護分野振興のポイント＞ 

① 病気の予防，加齢による衰退軽減の研究開発を促すため，健常者のデータ収集及び

その分析（コホート（疫学）研究※１９）に向けた検討を開始する。 

② 医療・介護現場のニーズや収集されたデータ等と，計測・分析・ＩＣＴ※２０技術を

得意とする企業をつなぎ，新たな機器開発に重点的に取り組む。 

③ 在宅介護・施設介護の現場でより使いやすい機器とするため，大学・企業・介護現

場等での円滑な情報交換の場を設置する。 

④ 健康機器・介護機器等の開発に向けた産学連携，産産連携のプラットフォーム※２１

を設立する。 

⑤ 京都の高い地域コミュニティ力を活かして，健康予防等サービス産業を創出する。 

 

 

 

 高齢化社会の進展に伴い，ますます健康寿命伸長産業は拡大の傾向にあり，健康で

あり続けるための基礎データ収集及びその分析が求められている。高い計測・分析技

術を生かして日常の健康管理を行うヘルスケア製品・介護機器等の研究・製造は京都

の企業の得意とする分野である。大学等の医工薬農連携等による科学的根拠や看護・

介護分野のニーズを踏まえた，老化・生活習慣病予防につながる生活を支援する製品

開発（福祉・介護機器等を含む），市場開拓・販路開拓等や，世界的にも注目されて

いる「和食」等の医学的効果を踏まえたサービス事業の開発などに，産学公の連携に

より取り組む。 

 

ヘルスケア製品・介護機器等を開発 

～事業化に向けたコンソーシアム体制を構築～ 

※１９ コホート（疫学）研究：特定の地域や集団に属する人々を対象に，長期間にわたってその人々の健康状態と生活習慣や環

境の状態など様々な要因との関係を調査する研究。 
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＜地場資源活性化分野振興のポイント＞ 

① 日本酒等の製造技術の高度化（技術経験値の数値化）を進め，国内外のニーズに応じ

た発酵技術の開発，商品化等を促進する。 

② 発酵技術等を活用した試薬開発を進め，食品の残留農薬検査など安全・安心を担保す

る計測・分析試薬，機器の開発に取り組む。 

③ 繊維等の材料を用いて介護現場等で利用が期待される消臭性等に優れた高機能製品の

商品化を促進する。 

④ その他，地元企業の技術の高度化等による高付加価値製品づくりに取り組む。 

⑤ 京都バイオ計測センターなどに設置する高度研究機器を使いこなすことのできる技術

者を育成する。 

 

 

  

 京都は古来より酒造りが盛んな土地であり，その発酵技術はまさにバイオテクノロ

ジーそのものである。この発酵技術等に遺伝子解析等の先端のバイオテクノロジーを

組み合わせることで，高品質・高付加価値となる製造法の開発を行う。また，京野菜

等の農産物について，残留農薬検査など安全性を担保する技術を確立するとともに，

伝統産業として育まれてきた繊維技術にも着目し，機能性素材等の開発といった新た

な高付加価値製品づくりに取り組む。その他，京都の持つ地場資源を活用した新商品

の開発に取り組む。 

食品・農産物等の計測・分析技術を高度化 

～技術者育成，中小企業の高度技術化・共同研究支援～ 

※２０ ＩＣＴ：Information and Communication Technology。コンピュータやインターネット等の情報や通信に関連する科学技

術の総称。 

※２１ プラットフォーム：基礎・基盤のこと。ここでは，大学・研究機関，産業支援機関，自治体等の事業創造に向けたネット

ワーク基盤のことを指す。 

https://kotobank.jp/word/unica-1256994
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重点的に取り組む分野として掲げた３つの分野，「次世代医療分野」，「健康・福

祉・介護分野」，「地場資源活性化分野」を推進していくためには，大学・研究機

関と企業との共同研究や企業同士の連携，大学内でも学部・学科の垣根を越えた

異分野融合の共同研究，さらに既存中小企業の技術力向上を進める「技術革新に

よる新事業・新産業に向けた取組」と，市場開拓の支援や経営支援ネットワーク

化，大学等の研究機関・企業の集積によるクラスター※２２化で本分野の活性化を図

る「ビジネス化環境の整備に向けた取組」の２つを両輪として，進めていく必要

がある。 

そこで，「技術革新による新事業・新産業に向けた取組」では，大学等の研究成

果の事業化，ライフサイエンス分野の事業創出に向けて，「大学等の研究成果の事

業化支援」，「産学連携，産産連携による新事業・新産業の創出支援」に取り組む。 

さらに，「ビジネス化環境の整備に向けた取組」では，地元企業の参画・ネット

ワーク形成，オール京都による支援体制の確立，グローバル展開への対応に向け

た「中小・ベンチャー企業の技術の高度化支援・技術者育成支援・ネットワーク

化」，「公的機関等の充実と企業立地支援の推進」，「グローバル展開の支援」に取

り組む。 

※２２ クラスター：房の意味。ここでは，地域において独自の研究開発テーマとポテンシャルを有する大学・研究機関等を核に，

地域内外から企業等が参画することにより，連鎖的に新事業や新産業が創出される技術革新システムを指す。 
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戦略Ⅰ 大学等の研究成果の事業化支援 

 

産学公の連携により革新的創薬・医療機器等の開発及び周辺機器・材料の製品

化・事業化を目指す「産学公連携拠点（地域ＣＯＥ）」の機能を強化し，健康・福

祉・介護の分野までを含めた，新たな事業・製品の社会実装に向けた取組を加速さ

せる。 

 

① 京都市ライフイノベーション創出支援センター（仮称）の設置 

     大学研究者や中小・ベンチャー企業の研究成果の事業化に向けて，京都大学医

学部附属病院先端医療機器開発・臨床研究センター内に設置している京都市医工

薬産学公連携支援オフィスの活動をより一層充実させ，「京都市ライフイノベー

ション創出支援センター（仮称）」として設置し，以下の活動を行う。 

○革新的な医療技術に関する研究開発活動への助成等を拡充する。 

○大学及び中小・ベンチャー企業等の技術シーズ，医療機関等のニーズの発掘    

に常時取り組むとともに，有望な研究テーマについては大学・企業等との連

携の下，事業化に向けて，産学連携のコーディネート活動を行うほか，国等

の研究開発プロジェクト等に位置付けられるよう伴走支援を行う。 

○大学発のシーズの事業化を進めるため，大学発ベンチャーの設立支援等も含

め，発掘から事業化が見込める段階までの伴走支援を行う。 

 

   ② 金融機関，ファンドとの連携強化 

     有望な研究シーズを持つ大学発ベンチャー企業等の立ち上げ期を，技術面・経

営面からサポートするとともに，金融機関，ベンチャーキャピタル等の資金調達

支援機関に積極的に情報提供しマッチングを行うなど，連携を強化する。 

 

   ③ ライフサイエンス分野の事業化支援者等の発掘・育成 

 ライフサイエンス分野の事業化支援者等の発掘・育成に向けて，意欲あふれ

る学生や社会人を対象として，創薬・医療機器等の基本技術やビジネスの特徴

等を解説する講習会，勉強会を実施するとともに，産業のグローバル化に対応

するため，中小・ベンチャー企業に加え，学生等も対象とした教育プログラム

等についても大学等との連携の下，実施する。 
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創薬開発につながる iPS 細胞 

 
近年，マスコミなどで度々報道されている“ｉＰＳ細胞”。皮膚等から採取した細胞を

変化させることで，様々な細胞や組織を造り出せる技術が確立されつつあるということ

で，最終的には心臓などの臓器を作り出すことも期待されています。 

人体への移植治療等への利用については，技術的・倫理的課題も多いのですが，すぐに

使える技術として，今，創薬開発の分野で注目が集まっています。これまで，薬の効果や

副作用の有無は動物実験からスタートし，人体への投与までは慎重な対応が必要なため，

相当の時間がかかっていましたが，ｉＰＳ細胞から作った心筋，神経等の細胞や疾病患者

から採取して創製したｉＰＳ細胞を使うと，効果・副作用等の測定が行えることから，安

全性の評価にｉＰＳ細胞を導入する製薬企業が出てきています。患者数が少ないために研

究や薬の開発が滞りがちな難病に対する創薬開発にとっては画期的なことであり，現在，

国を挙げたプロジェクトが進行しています。 

コラム① 
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戦略Ⅱ 産学連携, 産産連携による新事業・新産業の創出支援 

   

     医療現場・介護現場のニーズと，医療・情報・工学・看護学系大学の技術，健

康事業及び高齢者向け製品・サービス事業等を展開している企業との連携を更に

活性化させる。また，事業化を加速させるため，既存の技術・製品・サービスを

提供している企業間の連携を深め，高付加価値の製品・サービスを創出する取組

を支援する。 

 

① 異業種交流会の設置 

     大学及び中小・ベンチャー企業等のシーズ，ニーズ等の交流を図り，産学連携，

産産連携により，事業化・産業化に結び付けるため，シンポジウムや交流会等を

開催するとともに，計測・試薬や介護・福祉といった特定の分野ごとに研究会を

組織する。 

 

   ② 事業化を見据えた産学連携，産産連携によるコンソーシアム体制の確立 

     事業化・商品化に向けた共同研究・開発体制を構築するため，産学連携，産産

連携のコーディネートを実施し，国等の研究開発プロジェクト等を積極的に導入

できる環境づくりを行う。また，早期に製品・サービス等の市場への投入ができ

るよう伴走支援を行い，事業化会社の設立等も視野に置いた取組支援を行う。 

 

   ③ 事業化コーディネーターの配置による支援 

     大学及び中小・ベンチャー企業等の優れた技術・機器等を事業化・製品化する

ため，伴走支援を行う事業化コーディネーターを配置し，大学・企業等との連携

のもと，特許取得や販路開拓のほか，技術移転や特許譲渡等の支援も行う。 

 

  

予防医療を具体化するヘルスケア製品 

 

朝，目覚めてからトイレに行った後，鏡に向かうと，文字や数字が鏡面に浮かび，その

日の体重や血糖値を教えてくれる……というＳＦ映画のような場面。生活用品の多くに計

測・分析や通信機能等が加わり，常時，健康管理を行うシステムの研究開発は，実用化の

段階まで来ています。 

少子高齢化が急速に進む現在，健康寿命を延ばし医療・介護費用を抑制するといった面

からは，病気の発症を防ぐ予防医療や病気の兆候感知，予後のケアなどが重要性を増して

います。特に注目されるのはＩＣＴ技術を応用した診断技術や生体センシング技術。既に，

血圧計や体重計のデータを，スマートフォン等を活用して，簡便に健康状態管理すること

ができるサービスは実用化されています。京都の強みである計測・分析技術，ＩＣＴ技術

等が，生活の利便性だけでなく，健康までカバーしてくれる時代がやってきます。 

コラム② 
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戦略Ⅲ 中小・ベンチャー企業の技術の高度化支援・技術者育成支援・ネットワーク化 

  

     酒どころ京都としての「発酵技術」などを礎に，計測・分析・試薬等の最先端

の技術を展開する優れた地元ものづくり中小企業の技術力との連携により，新事

業創出・新商品創出につながる製品・技術開発等を多様な視点から支援する。ま

た，産学公の連携により，新たなライフサイエンス分野の技術者を育成し，業界

の活性化を図る。 

 

 

① 京都バイオ計測センターにおいて高度研究機器等を活用する技術者育成事業の推

進及び技術者等の活用 

     京都バイオ計測センターに設置した高度研究機器等を活用する技術者等を対

象とした育成事業に取り組む。また，大学の研究支援や企業の技術力向上に向け

て，若者・シニア層も含めたライフサイエンス分野の技術者の活用方法について

検討する。 

 

② 京都市産業技術研究所におけるライフサイエンス分野の研究機能強化 

     京都市産業技術研究所における発酵技術開発や「食の安心・安全な環境の構築」

プロジェクトの中で進められてきた試薬・計測機器開発等のライフサイエンス分

野の研究機能強化を図るとともに，大学や他の研究機関，ベンチャー・中小企業

等との共同研究や事業化支援，製品開発等を推進する。 

 

③ 京都高度技術研究所におけるライフサイエンス分野のコーディネート機能強化 

     京都高度技術研究所におけるライフサイエンス全般に関する研究開発プロ 

ジェクト及び事業化・製品化の取組を効果的に推進していくため，医工薬産学公

連携支援事業の充実・推進を図るとともに，健康・福祉・介護分野についても，

事業化・コーディネート機能の強化を図る。 

 

④ 地元中小企業を取り込んだ，産学公連携プロジェクトの推進 

     京都市産業技術研究所，京都高度技術研究所のコーディネートのもと，京都バ

イオ計測センターにより設置した高度研究機器等を活用して，中小・ベンチャー

企業との産学共同研究プロジェクトを推進する。 
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  ⑤ ものづくり中小企業とライフサイエンス分野の架け橋機能強化 

     高度研究機器等が集まる京都バイオ計測センターのオープン機能（大学やベン

チャーから中小・大企業までが自然に集まり交流する場）を充実させ，技術やニ

ーズ・シーズの交流を図り，産学共同研究，産産共同研究を創出する。 

 

 

 

                   

高付加価値清酒開発から高性能計測・分析機器へ 

 

１９１６年（大正５年）発足の京都市染織試験場と１９２０年（大正９年）創設の京都市

工業研究所をルーツとし，市内の化学工業・金属・工芸・窯業・酒造・染織といった京都な

らではの産業を支援する「地方独立行政法人 京都市産業技術研究所」（２０１４年（平成２

６年）４月から地方独立行政法人に移行）。 

ここでは，中小企業を中心に研究開発や製造工程での課題や問題を解決するための各種の

支援を行っています。なかでも，バイオ・ライフサイエンス分野では，現在，酒蔵会社や計

測・分析メーカー，大学等の研究機関等と連携して，大吟醸酒の香りや成分を分析して，安

価で簡便に大量生産できる仕組みを研究しています。この分析研究は応用範囲が広く，安全

な食品の評価や体の異常を確認するなど様々な分野への活用が期待されています。いずれ，

健康診断で呼気の計測のみでがんや生活習慣病の早期発見も可能になるかもしれません。 

 

コラム③ 
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戦略Ⅳ 公的機関等の充実と企業立地支援の推進 

   

     特区制度等を活用して，ライフサイエンス分野の規制緩和や税制優遇の活用等

を進める一方，大学・企業が集積している都市特性を生かして，積極的な企業立

地支援策を展開するほか，産学連携プロジェクトの創出に向けて，産業支援機関

を中心に中小・ベンチャー企業への支援策を強化・充実する。 

 

 

   ① ライフサイエンス分野の産業支援機関ネットワークの強化 

     京都の強みを生かしたライフサイエンス分野の産業振興を進めるため，京都市

産業技術研究所及び京都高度技術研究所を核に，京都府や京都リサーチパーク株

式会社，経済団体等の地域に存在する産業支援機関等と中小企業基盤整備機構が

運営するクリエイション・コア京都御車等のインキュベート施設や技術の橋渡し

拠点である京都市成長産業創造センター等と連携して，支援機能の更なる強化を

図る。 

 

   ② ライフサイエンス分野の企業の商談会・発表会の開催支援 

     中小・ベンチャー企業の革新的な技術や研究成果をＰＲし，販路開拓・拡大や

新たな技術開発等につなげるため，国等の制度も活用しながら，首都圏や海外で

の実施を含めた商談会や発表会の開催を支援する。 

 

   ③ 企業立地支援の推進と特区制度を活用した支援策の検討・実施 

     本市及び京都府が実施する企業立地促進制度をはじめとする施策等の充実・活

用を図り，本社，開発拠点，研究所等の新規立地や事業の拡大を支援する。加え

て，中小・ベンチャー企業等に対して，大学や産業支援機関，インキュベート施

設等と連動した支援策を展開するほか，規制緩和や事業所等の新規整備や更新を

促進する財政支援，税制優遇等についても，国の特区制度等の活用を視野に入れ

た取組を展開する。 
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戦略Ⅴ グローバル展開の支援 

   

     海外への進出や，海外での販路拡大に取り組む地元中小・ベンチャー企業に対

し，あらゆる産業支援機関の海外進出支援事業を活用・融合し，海外を含む大学

や研究機関等の共同研究・事業化等も含め，新たなビジネスにつながる事業への

展開を支援する。 

 

① ライフサイエンス分野の海外産業支援機関との連携体制の構築及び産学連携を目

指した都市間連携協定の推進 

 海外市場での事業展開に意欲を持つ事業者が，現地でのネットワーク構築や販

路開拓を実現できるよう，海外の自治体との協力関係を結ぶ等，自治体レベルの

取組を進めるとともに，日本貿易振興機構（ジェトロ）の京都事務所の支援のも

と，京都高度技術研究所をはじめとする産業支援機関と海外の産業支援機関との

連携についても推進する。 

 

② 地元企業の海外展開を視野に置いた支援策の充実 

     中小・ベンチャー企業が国際レベルの競争を勝ち抜き，海外市場を獲得するた

め，人財育成事業や商談会等を実施するなど，企業の国際化を支援する。 

  

   ③ 海外の大学等の研究機関，企業等の集積促進 

     優れた研究成果を持つ大学，独自の技術を持つ企業等が集積する京都の強みを

生かして，海外を含む大学等の研究機関，企業等の集積を図り，国際的な技術開

発，製品開発を促進する。 
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毎年次の事業進歩を適宜把握するため，施策の方向性に応じた成果指標（平成

３２年(２０２０)年度までに)として，以下の指標を設定する。 
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本戦略の推進に当たっては，大学等の研究機関，企業等が円滑に研究開発プロ

ジェクトや事業化体制を構築できるようなコーディネートが不可欠である。また，

新たに健康・福祉・介護分野に重点的に取り組んでおり，これまで以上に，医療

福祉分野との協力関係が求められる。 

そこで，本市保健福祉局及び関連施設，医療研究機関との連携を密にするとと

もに，京都府をはじめ地域の経済団体，大学，産業支援機関等と連携して効果的

かつ効率的な支援を実施する。また，関西広域連合をはじめとした広域関係機関

との連携についても積極的な役割を果たしていくとともに，国においても，健康

寿命の延伸に向けて，法整備や集中的な予算措置が行われることから，各関係団

体等との連携のもと，必要な施策と予算を提案していく。 

本戦略の推進に当たっては，毎年，事業の進捗状況を把握・評価することによ

り目標達成に向けて適確な進行管理を行うとともに，変動する社会･経済環境に応

じた柔軟な点検・対応を行う。 
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                （敬称略・順不同） 
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